
 
 
 

 
インドネシアＬＮＧ契約延長に関する基本合意書の締結について 

 
 

平成２１年２月１３日         
中 部電力株式会社 
関 西電力株式会社 
九 州電力株式会社 
新日本製鐵株式会社 
大 阪ガス株式会社 
東 邦ガス株式会社 

 
 
中部電力株式会社、関西電力株式会社、九州電力株式会社、新日本製鐵株式会
社、大阪ガス株式会社および東邦ガス株式会社の６社は、インドネシアＬＮＧ契
約延長について、売主であるインドネシア国有石油ガス会社（プルタミナ）、ト
タールＥ＆Ｐインドネシア社および国際石油開発帝石株式会社の３社と交渉を進
めてきましたが、このたび、売買契約書の前提となる基本契約の内容がまとまり、
本日、基本合意書を締結いたしました。 
 
今回、締結した基本合意書の概要は以下のとおりです。今後も引き続き、売買
契約書の締結に向けた交渉を行います。 
 
１．当事者 
売 主：インドネシア国有石油ガス会社（プルタミナ） 

トタールＥ＆Ｐインドネシア社 
国際石油開発帝石株式会社 

 
買 主：中部電力株式会社 

関西電力株式会社 
九州電力株式会社 
新日本製鐵株式会社 
大阪ガス株式会社 
東邦ガス株式会社 

 
２．期 間 
２０１１年から１０年間 

 
３．年間契約数量（買主６社合計） 
２０１１年から２０１５年  ３００万トン／年 
２０１６年から２０２０年  ２００万トン／年 

 
４．受渡条件 

Ex-ship条件（揚地渡し）  １００～２００万トン／年 
FOB条件 （積地渡し）  １００万トン／年 

以上 



 
 

＜参 考＞ 
 

○インドネシア LNG 契約出荷基地 
 

 
 

カリマンタン島

ジャワ島 

マレーシア 

スマトラ島 

南シナ海 

ボンタンＬＮＧ基地

インドネシア 

●

● 
ジャカルタ 



 
＜参 考＞ 

 
○買主側の会社概要 
 
◆中部電力株式会社 
設  立：１９５１年５月 
代 表 者：三田 敏雄 
所 在 地：名古屋市東区東新町１番地 
主要事業概要：電気事業 

 
◆関西電力株式会社 
設  立：１９５１年５月 
代 表 者：森 詳介 
所 在 地：大阪市北区中之島３丁目６番１６号 
主要事業概要：電気事業 
 

◆九州電力株式会社 
設  立：１９５１年５月 
代 表 者：眞部 利應 
所 在 地：福岡市中央区渡辺通２丁目１番８２号 
主要事業概要：電気事業 
 

◆新日本製鐵株式会社 
設  立：１９７０年３月 
代 表 者：宗岡 正二 
所 在 地：千代田区大手町２丁目６番３号 
主要事業概要：製鉄、エンジニアリング 等 
 

◆大阪ガス株式会社 
設  立：１８９７年４月 
代 表 者：尾崎 裕 
所 在 地：大阪市中央区平野町４丁目１番２号 
主要事業概要：ガス事業 
 

◆東邦ガス株式会社 
設  立：１９２２年６月 
代 表 者：佐伯 卓 
所 在 地：名古屋市熱田区桜田町１９番１８号 
主要事業概要：ガス事業 
 

 
 
 
 



 
 

＜参 考＞ 
 
○売主側の会社概要 
 
◆インドネシア国有石油ガス会社（PT PERTAMINA (PERSERO)） 
設  立：１９８６年８月 
代 表 者：Karen Agustiawan（President Director & CEO） 
所 在 地：インドネシア・ジャカルタ 
主要事業概要：石油・天然ガスの探鉱、開発、生産、精製、輸送、販売 
 
 

◆トタールＥ＆Ｐインドネシア社（TOTAL E&P INDONESIE） 
設  立：１９８６年８月 
代 表 者：Elisabeth PROUST（President Director & General Manager） 
所 在 地：インドネシア・ジャカルタ 
主要事業概要：インドネシアでの石油・ガスの探査、開発、生産 
 
 

◆国際石油開発帝石株式会社 
設  立：２００６年４月 
代 表 者：黒田 直樹 
所 在 地：港区赤坂５丁目３番１号 赤坂 Biz タワー 
主要事業概要：石油・天然ガス、その他の鉱物資源の調査、探鉱、開発、 

生産、販売及びそれらを行う企業に対する投融資 



＜参 考＞ 
 
○現行契約の概要 
（１）売主  

インドネシア国有石油ガス会社（プルタミナ） 
 
（２）買主および年間契約数量 
 
             1973 年契約   1981 年契約 

  中部電力    215 万トン    165 万トン 
関西電力    257 万トン      88 万トン 
九州電力    156 万トン     － 
新日本製鐵     62 万トン     － 
大阪ガス    130 万トン         44 万トン 
東邦ガス      25 万トン         55 万トン 
合計      845 万トン        352 万トン 

 
（３）期間 

1973 年契約 2000 年 1 月～2010 年 12 月 
1981 年契約 2003 年 4 月～2011 年 3 月 

 
（４）受渡条件 

1973 年契約 EX-Ship 条件（揚地渡し） 
1981 年契約 FOB 条件（積地渡し） 

 
 
○各社のお問い合せ先 
◆中部電力株式会社  
東京支社 業務グループ     連絡先：０３－３５０１－５１０１ 

 
◆関西電力株式会社  
地域共生・広報室 報道グループ 連絡先：０６－７５０１－０２４２ 

 
◆九州電力株式会社  
東京支社 業務推進グループ   連絡先：０３－３２８１－４９３１ 

 
◆新日本製鐵株式会社  
総務部 広報センター      連絡先：０３－３２７５－5021､5022  

◆大阪ガス株式会社  
広報部 報道チーム       連絡先：０６－６２０５－４５１５ 

 
◆東邦ガス株式会社  
広報部 広報グループ      連絡先：０５２－８７２－９３５４ 


